
 

申請日：     年   月   日 
 

被災による住民税免除水準世帯向け給付金 申請書（請求書） 
 

以下の記載内容に相違ないことを誓約の上、申請します。 
申請・請求者氏名（住宅・家財所有者） 生年月日 電話番号 

 
西暦 ・ 明治 ・ 大正 ・ 昭和 ・ 平成 

 

年     月     日 
 

現住所 令和６年１月１日時点の住所（現住所と異なる場合） 

〒 〒 

被災住宅の所在地 

□現住所と同じ □令和６年１月１日時点の住所と同じ 
※該当する□に✔をつけてください。どちらも該当しない場合は、右欄に被災住宅

の所在地を記入してください。また、被災住宅が複数ある場合は、すべて記入し

てください。 

〒 

 

確認項目の内容に対し、回答欄の中の該当する番号を丸で囲み、追加確認欄をご確認ください。

また、回答にあたっては、別添のご案内も必ずご確認ください。 
 

確認項目 回答 追加確認 

１ 

各種給付金の受給状況 
「令和５年度物価高騰等対策給付金（7.5 万円）」、 

「令和５年度住民税均等割のみ課税世帯給付金（10 万円）」、

「令和６年度物価高騰等対策給付金（10 万円）」について、 
 

(1) 受給していない、または受給の予定はない世帯です 

(2) 受給済みまたは受給の予定がある世帯です 

 

どちらかを丸で囲む 

 

(1) 

 

(2)  

(1)の場合：確認項目２へ 
 

(2)の場合：支給対象外のため本給付金の受給

はできません。⇒本申請書は送付不要です 

２ 

罹災証明書の被害認定区分 
あなたに発行された罹災証明書の被害認定区分は、 
 

(1)全壊・大規模半壊・中規模半壊・半壊のいずれかです 

(2)準半壊・準半壊に至らない・無被害のいずれかです 

 

(1)  

 

(2)  

(1)の場合：罹災証明書の写しを添付してくだ

さい。⇒確認項目３へ 
 

(2)の場合：支給対象外のため本給付金の受給

はできません。⇒本申請書は送付不要です 

３ 

令和５年合計所得金額 
あなたの令和５年合計所得金額をご記入ください。 

 

令和５年合計所得金額【             】円 
 

※給与所得は給与収入に置き換えて計算してください。 

 

500 万円以下の場合：令和５年の所得の分かる

源泉徴収票や住民税申告書、確定申告書などの

写しを添付してください。⇒確認項目４へ 
 

500 万円を超える場合：支給対象外のため本給

付金の受給はできません⇒本申請書は送付不

要です 

４ 

被災した住宅の損害額 
あなたが所有する住宅の損害額（１万円未満切上）をご記入

ください。 
 

損害額【             】円 
 

※損害額の計算式は、別紙ご案内を参照ください。 

※半壊以上の住宅を複数所有している場合は、合計の損害

額を記入してください。 

※「所有している」住宅がない場合（家財のみで申請する場

合）は、【 ０ 】円とご記入ください。 

 

住宅の取得価格と建築年、構造の分かる不動産

売買契約書などの写しを添付してください。 
 

なお、固定資産課税明細書や土地・家屋・償却

資産名寄帳は、損害額の計算には使用できない

ため、添付しないでください。⇒確認項目５へ 

５ 

被災した家財 
令和６年能登半島地震により、被災した家財（生活に通常必

要な資産）は、 
 

(1)ありません 

(2)あります 

 

(1)  

 

(2)  

(1)の場合：確認項目６へ 
 

(2)の場合：別紙「被災した家財の個別明細書」

を記入し、添付してください。⇒確認項目６へ 

６ 

令和６年合計所得金額（見込み） 
令和６年合計所得金額の見込みを下記にご記入ください。 

 

令和６年合計所得金額（見込み）【            】円 
 

 

※令和６年合計所得金額の見込みは、直近の源泉徴収票や

給与明細書、確定申告書などを参考に算出してください。 

※給与所得は給与収入に置き換えて計算してください。 

 

算出根拠となる源泉徴収票や給与明細書、確定

申告書などの写しを添付してください。見込額

の計算方法等は、添付書類の余白に記入してく

ださい。⇒確認項目７（裏面）へ 

第３号様式 

裏面もあります 



確認項目 回答 追加確認 

７ 

養育する児童の数 
令和６年１月１日時点で、申請・請求者と同一世帯の児童

（※）の数を回答欄に記入後、追加確認欄に児童の氏名、生

年月日を記入してください。 
 

※平成 17 年４月２日以降に生まれた児童。なお、令和６年

１月２日から令和６年 10 月 31 日に生まれた児童や、別

世帯であっても扶養している児童は対象ですが、措置入

所等による児童は対象外です。 

人 

 

①児童氏名         生年月日    .   .    
 

②児童氏名         生年月日    .   .    
 

③児童氏名         生年月日   .   .    

※４人目以降は余白に記入してください。 

※市外に別居する児童を養育している方は、対

象児童の属する世帯全員の住民票の写しを

添付してください。⇒確認項目８へ 

８ 

振込先口座 
本給付金の支給が決定した場合の振込先口座（申請・請求者

の口座）の情報を下記に記入してください。長期間入出金の

ない口座は記入しないでください。 

 

振込先口座を確認できる書類の写しを添付し

てください。なお、申請・請求者以外の口座に

振り込む場合は、代理受給の項目を必ず記入し

てください。⇒確認項目９へ 
 

金融機関名 支店名 口座種別・口座番号（右詰め） 口座名義（カナ） 

 
1.銀行  5.農協 

 

2.金庫  6.漁協 

 

3.信組  7.信漁連 

 

4.信連 

本・支店 
 

本・支所 
 

出 張 所 

1 普通 ・ 2 当座 

※通帳の表記に合わせてください 
 

       金融機関 

コード     
支店 

コード    
 

９ 

代理受給を行う場合 
代理受給（申請・請求者以外が受給）を、 
 

(1)行いません 

(2)行います 

 

(1)  

 
(2)  

(1)の場合：記入する項目は以上です。添付書類

の確認後、ご提出ください。 
 

(2)の場合：下記に代理人情報を記入し、申請・

請求者に加え、代理人の本人確認書類の写しを

添付してください。⇒記入する項目は以上です 
 

代理人氏名 申請・請求者との関係 代理人生年月日 代理人住所 

  
 

西暦・明治・大正・昭和・平成 

 

 

年   月   日 

〒 
 

 

日中連絡可能な電話番号                        
 

上記の者を代理人と認め、本給付金の申請、請求及び受給を 

委任します。 

申請・請求者の署名又は記名押印 

                  ㊞ 

 

【提出書類について】 ※添付書類の不足がないか、必ず確認してください。 
 

◆必ず提出するもの 

被災による住民税免除水準世帯向け給付金申請書（本申請書） 

申請・請求者の本人確認書類の写し 
※運転免許証、健康保険証、マイナンバーカード（表面）、介護保険証、パスポート等のうちいずれか１つの写し（「個人番号通知カード」は不可） 

新潟市が発行した罹災証明書の写し（確認項目２関係） 

令和５年合計所得金額の算出根拠となる源泉徴収票や住民税申告書、確定申告書などの写し（確認項目３関係） 

住宅の取得価格と建築年、構造の分かる不動産売買契約書などの写し（確認項目４関係） 

令和６年合計所得金額（見込み）の算出根拠となる源泉徴収票や給与明細書、確定申告書などの写し（確認項目６関係） 

振込先口座を確認できる書類の写し（確認項目８関係） 
※金融機関名・口座番号・口座名義人（カナ）が分かる通帳の表紙をめくったページ（右図参照）やキャッシュカード、インターネットバンキング画面の写し 

※金融機関が統廃合した場合は、新支店名をよくご確認ください。 

 

◆該当する方のみ提出するもの 
別紙「被災した家財の個別明細書」（確認項目５関係） 

市外に別居する児童の属する世帯全員の住民票の写し（確認項目７関係） 
※本籍：なし、続柄：あり、個人番号：なしのもので、発行から１か月以内のもの 

代理人の本人確認書類の写し（確認項目９関係） 
※運転免許証、健康保険証、マイナンバーカード（表面）、介護保険証、パスポート等のうちいずれか１つの写し 

（「個人番号通知カード」は不可） 

 

◆令和６年１月１日時点で新潟市以外にお住まいの方のみ提出するもの 

申請・請求者の令和５年度課税証明書の写し 

 

このほか、必要に応じて書類のご提出を求める場合がありますので、ご了承ください。   

 

 

 

※通帳の表紙をめくったページのイメージ 

 申請期限：令和６年 10 月 31 日（消印有効） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


